
中央教育審議会総会、生涯学習分科会及び特別部会（第１回） 

における主な意見（下線部は特別部会における意見） 

 

（社会教育全体、地域コミュニティにおける社会教育について） 

生涯学習分科会 

〇諮問の背景として、第４期教育振興基本計画に新たな教育の役割と社会教育の定義が示さ

れたことが大きい。現行法で学校教育以外の組織的な教育活動とされている社会教育は、

「学び」を通した人々の関わりやつながりを作っていく、地域コミュニティの人的な基盤

を作っていくものであるとされている。臨時教育審議会の最終答申では、いわゆる学歴社

会から学習社会への転換が示されたものの、生涯学習の推進は個人の問題とされたのでは

ないか。今回の新たな社会の在り方を考える上で、社会教育が捉え直されたのは、個人の

ウェルビーイングは生涯学習で考え、それを保障するための社会・環境のウェルビーイン

グを社会教育が担い、互いに高め合う好循環がつくられる社会を考えていくという構造で

はないか。社会教育人材部会では、この社会教育の担い手として、社会教育主事や社会教

育士を社会に実装、展開していく新たな方向性が示された。 

〇超少子化社会や地域コミュニティの希薄化といった社会課題は、20 年前から文部科学省

の様々な報告書に記載され、国民の実感としても危機意識がある。社会教育主事や社会教

育士が、社会教育の観点から行政の縦割り機構の横串を通していく上で、目詰まりは何か

検討が必要。また、社会教育という概念が国民や自治体職員にも十分に浸透してないので

はないかという懸念がある。これらの課題を顕在化させ、目詰まりをどう取るのかの議論

が、必要な施策や提言につながるのではないか。 

〇社会教育は地域コミュニティにおけるセーフティネットとして、災害や様々な課題に即応

できる仕組みづくりも可能なノンフォーマルな学びであり、学びの場や機会の提供が極め

て重要。旧来の社会教育施設だけではなく、例えば空き家などを活用し、地域の多様なニ

ーズに即座に対応できるようなプログラムを考えて、まちづくりに貢献するような活動を

普及するための工夫についても議論してほしい。 

〇近年地域に貢献したいという意識の高い人が増えているが、子供が地域イベントでボラン

ティア活動をしたい場合に教員の引率が必要となると、休暇期間中などは働き方改革の観

点もあり難しい。社会教育士のような方が、子供の引率など、従来の教員に替わるような

活動も担い、子供や若者が地域のまちづくりに貢献できる仕組みづくりを議論すべき。 

〇社会教育を振興するうえで、学びたくなるような空間 ・魅力的な場、デジタル環境の駆使

による時間の融通が利くような工夫、社会教育人材による人と人の間をつなぐコーディネ

ート力、社会教育人材の学校への配置を通じた社会教育と学校 ・地域コミュニティとの連

携が重要。若い世代が基盤となって、学ぶ喜びを共有する地域コミュニティを育んでいく

視点が重要。 

〇社会教育が、教養的な内容だけではなく、関係部局での計画も踏まえ、防災やまちづくり
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などを学ぶものへと広がり、社会で学ぶ意識が高まっている。さらに社会全体で子供を育

て、自分も成長するという意識が高くなっている。地域で学ぶことで社会への貢献意識も

高くなり、広い意味での社会教育が今後も展開されることに期待。 

〇地域コミュニティの基盤を支える社会教育というのは、まさに社会教育の実践と研究の本

道であり、環境問題、高齢者、子育て、男女平等、共生社会など幅広いテーマが存在する

が、人口問題が１つのポイント。Iターンや Uターンは、単に仕事だけではなく、自分が

やりたいことを共に考えてくれる住民の存在が条件になっている。また、地域の基盤を支

える人口が減らないようにするためには、高校生に対して自分の住む地域の経済循環を学

んでもらい、地域の可能性に気がついてもらうことが重要。 

〇第４期教育振興基本計画の柱の１つとして日本社会に根差したウェルビーイングの実現

が掲げられているが、社会教育の現場の受け止めには温度差があり、それぞれの地域の価

値観を考えることができる場が求められている。 

 

社会教育の在り方に関する特別部会 

○従来、社会教育に関しては、政策、行政、施設、実践論等はあったものの、担い手論が十

分ではなかったのではないか。今回の諮問においては、担い手論から社会教育の在り方を

見直していくという方向性も示されており、議論を通じ、新しい社会教育の姿を模索する

ことを期待。 

○目標達成の社会から、プロセスを重視する社会へと変わってきた中、人が幸せを感じるの

はプライドや当事者性、自己有用感が尊重されながら生活をプロセスとして持続していく

ことであり、これが行政的にも支えられていくことが求められている。社会教育は、自治

の基盤を耕し形成する営みであり、一人一人が主役として活躍できるような社会の基盤を

どのように整備していくのか等の観点から社会教育について議論することを期待。 

○地域振興とは、地域で暮らすために地域課題を解決することと、地域で生きていくために

世代を紡ぐこと。その実現手法の一つとして社会教育があり、継続性・発展性があること、

人に焦点を当てた振興策であることが有用。 

○地域づくりとは、人口減少下においても地域でウェルビーイングを追求する枠組みだと考

える。その実践は、人材創生、コミュニティ創生、しごと創生の三者の一体的 ・内発的発

展である。公民館活動が活発な地域と地域運営組織が活発な地域は相関していると感じて

おり、社会教育の人材創生は、コミュニティ創生につながっている。しごと創生とどのよ

うに結びつけるかが重要。 

○公正で民主的な社会とは、ハード、ソフトの資源を相互に分配し合うことにより、誰もが

ありのままの自分を認め、そして他者や社会に対して基本的信頼を持ち、自分も社会の中

で何かができる、希望を持っていいと思える温かでウェルビーイングを保障する社会だと

考える。社会教育は、こうした公正で民主的な社会の形成の基盤となる非常に重要なもの。 

○地域が自ら立ち上がり、環境を良くしたり人づくりの活動をしたりするには、地域の担い

手不足が課題。社会教育の分野、活動、人材は、地域コミュニティの補強に期待が持てる

ものであり、市長部局と教育委員会の垣根を越えた人づくりや活動づくりが出来ると良い
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のではないか。 

○社会教育は、その枠組みや実態が自治体ごとに大きく異なっている現状を前提に、今後の

社会教育の方向性を模索することが必要。これまでの議論では、社会教育かよりも社会教

育的かどうかが重要になると捉えている。その意味で、社会教育主事や社会教育行政の枠

組みを維持している自治体を応援しつつ、社会教育士の枠組みのように、社会教育的なも

のを人がつなぐモデルも重要。 

○学校教育を良くするためにも、地域の基盤を支える社会教育は重要。 

○社会教育は定義が多様であり、行政内部での社会教育行政の位置づけや、民間同士でもど

こでどんな人が活躍しているのか、どんな地域課題を捉えているのかというところが、ま

だまだ分かりにくいと感じている。 

○地域課題の解決に資するような新たな社会教育、公民館の事業が展開できないか。 

 

（社会教育人材について） 

社会教育の在り方に関する特別部会 

○社会教育には人々の社会参加が必要であるため、社会参加に困難を抱える人々の声を酌み

取り、全ての人々をエンパワーメントしながら声を流通させることや、一定の専門性を持

ち、地域づくりに向けて人々の声をコーディネート、ファシリテートできる者の存在が重

要。 

○社会教育人材とは、人々が活動に参画することを促し、その人がいることによって活動が

活性化する触媒のような役割を担っているのではないか。子供の頃から社会教育の楽しみ

を知り、将来社会教育に関わりたいと思うような人材を育てて行く道筋をつくれると良い

のではないか。 

○サイレントマジョリティ、サイレントマイノリティの人々と地域コミュニティの接点をつ

くるには、当事者意識や主体形成が難しい場合もあり、社会教育人材に、ファシリテーシ

ョンも含めてのプロモータ―の役割も発揮して欲しい。 

○社会教育主事、社会教育士を前提としながらも、同様の力を持つ人材を広く育成していく

ような方法も検討すべき。 

○コミュニティ・スクールと地域学校協働活動は、地域コミュニティの基盤をつくる機能を

果たしており、その一体的推進を図るために社会教育人材が必要。 

○地域によっては、学校と地域の協働を担うコーディネーターになる人材が育っていない、

学校と地域側のミスマッチが起きているという課題があり、社会教育の領域で地域学校協

働活動を推進できる人材の育成をさらに推進していくことが必要。 

○地域と学校の協働については、地域側と学校側に温度差がある場合が多い。教員が社会教

育の視点を学ぶのか、社会教育士が地域と学校の協働に更に活躍できるような位置付けを

高めていくのか、教員の負担感にも留意しながら、どのように地域と学校をつないでいく

か議論していくことが必要。 

○社会教育に関する人材を育てていくというよりも、実際に社会で活躍している人材が社会

教育を学びながら社会教育の分野を広げる担い手となっていくという考え方ではないか。
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また、外国人住民と地域、地域住民のつなぎ手という視点も重要。 

 

（外国人を含む共生社会の実現について） 

総会 

〇人口が減少する中、経済成長に向けた労働力の確保の観点から、外国人の活躍に向けた環

境整備として、質の高い日本語教育が重要。法的な環境整備は大まかな枠組みができたと

ころ、今後の議論を通じて、外国人の日本語教育について深掘りし、更なる環境整備やそ

れを通じた地域コミュニティにおける外国人とのつながりが強まることを期待。 

 

生涯学習分科会 

○新たな社会教育の在り方では、この社会の基盤を作り、豊かに形成していく、例えば外国

人や障害者の方々など社会的な弱者の方々も包摂し、より豊かな価値を持った社会を作る

ための社会教育を考えるべき。 

〇外国人を含むマイノリティーの人たちが社会に包摂され、地域にどのように溶け込んでい

くのかは非常に大事な問題。昨今、子供の貧困、特に子供たちの間に体験格差が広がって

おり、格差解消に向けた社会教育の取組が行われているが、外国人を含む情報弱者には情

報が届きにくく孤立してしまう状況があるため、その観点も含めた社会教育の在り方を考

えるべき。 

〇海外では、地域の図書館が外国人市民の学びや居場所になっている例がある。日本語学校

は都市部に集中しているため、移民を含めた外国人の学習機会の保障には、地域の身近な

社会教育施設を活用できるのではないか。その際、外国人の方が学習者としてだけではな

く、主体的に運営に参加し、社会参加できるよう支援するべき。また、社会教育関係職員

の養成の段階から、マイノリティーの方のニーズを取りあげ、円滑なコミュニケーション

の取り方も扱うべき。 

〇子供も大人も地域で共に学ぶ環境を充実させることがポイント。さらには、学校に社会教

育人材等を配置し、保護者を含む若い世代のコミュティが基盤となって、地域全体のコミ

ュニティを育む視点を持つ必要がある。 

〇現役世代は子育てや仕事が忙しく時間的に余裕がなく、公民館に足が向かない。そのため、

乳幼児を育てる若い保護者と小中学生に一番力を入れて、社会教育の柔軟性や面白さを経

験してもらい、仕事や子育てが落ち着いたところで、公民館や地域で活躍してもらいたい

と考えている。 

 

社会教育の在り方に関する特別部会 

○多様な社会の変化の中で、外国人住民という視点が社会教育の中に入ってきたことは意義

深い。外国人の視点の中で、在留資格の制限や文化、習慣の違いなど、分からない部分に

想像力を働かせ、それを自分事にする中で、この社会を誰にとってもいい暮らし、ウェル

ビーイングを実現できるような社会にするのかということも今後考えるべき。 
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（デジタルの活用について） 

生涯学習分科会 

〇今後の社会教育の在り方について、忙しい現代社会の中で、様々な時間帯での活動も大事

であり、地域コミュニティのつながり合いの中の一つの機会として、デジタル環境の活用

により時間の融通が利くこともある。 

〇子育てや仕事が忙しい現役世代に対しては SNSを活用している。小さい子のいる子育て世

代は家から出ることがとてもハードルが高い。 

 

（関係機関との連携について） 

生涯学習分科会 

〇持続的で実効性のある社会教育に向けては、個人の熱意やボランティア精神に過度に依存

するのではなく、参加者一人一人がメリットを感じられるように、地域での学びを持続可

能なものにすることが重要。総務省をはじめとした関係省庁を巻き込みながら、予算確保

も含めた様々な施策に向けた対応が必要。 

〇首長部局側も行政課題解決に向けて、学びを基本に据えた取組をしたいという意識が強ま

っており、社会教育側は待ちの姿勢ではなく、提案を積極的に投げかけていく方が新しい

多様な事業が生まれる。こうした協働の学びの場を社会教育側から、とりわけ社会教育主

事の仕事としてアプローチしていくべき。 

〇今後の社会教育の推進に当たっては、図書館の活用と図書館司書の活躍が鍵であり、社会

教育主事、社会教育士、図書館司書の連携や産学官の連携が非常に重要。 

〇学校教育と社会教育の橋渡しの役割を果たす社会教育人材が、持続可能な地域コミュニテ

ィの重要な基盤となり得る。学校教育の観点では、教員が担う業務の適正化の推進のため

には、保護者や地域住民、首長部局等の理解、協力、連携が不可欠。社会教育の観点では、

社会教育施設の拡充や更新が縮小されてきており、多様な参加者確保も課題。部活動の地

域移行や学校施設の地域利用など、学校教育と社会教育の更なる融合の発想も必要。 

〇地域学校協働活動の展開が非常に有効な制度であり、子供をまんなかに置くことで大人だ

けだとうまくいかないこともうまくいき、発展していくことができる。 

〇教員の多忙化の中、コミュニティ・スクールを活性化し学校と地域が連携するためには、

各小中学校に大学の地域連携室のようなものを置き、社会教育士が地域とのコーディネー

トを担うと良いのでは。また、社会教育施設が首長部局所管の場合、社会教育主事や教育

委員会との連携が弱くなるため、学校にいる社会教育士との連携を通じて、部を超えた密

接な関係を創れると良いのでは。 

〇2040 年問題として消滅可能性自治体が指摘されるが、これを回避するのに個人の成長と

地域社会の発展を両立する社会教育は有効。一方、行政だけが担うのではなく、産学官連

携が必要であり、重要なプレーヤーとして地域の大学を巻き込むことも必要。学生が住民

と地域の課題解決に取り組んだり、地域のスポーツや文化活動のリーダーとして活躍した

りすることは、地域社会の発展のほか学生のキャリア形成の刺激としても重要。地域大学

を中心に産学官がネットワーク型の社会教育システムを構築し、国として支援をすること



 

6 
 

も重要。 

〇社会教育は企業の立場から見ると手付かず。特に社会教育士は、民間企業で働きながらも

称号を得ることができ、社会教育士の数を増やす面からも、民間企業での取得を産業界・

企業として推奨することの有効性は高い。 

 

（新部会の体制について） 

生涯学習分科会 

〇社会教育の裾野を更に広げるためにも、部会の議論に参加する方々の多様化が重要。委員、

ゲストスピーカーの多様化や、今まで社会教育の議論に参加していなかった領域の方々か

らの意見を反映させていくことが重要。 




